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Abstract： International education is based on provisions of the Charter of UNESCO, the United 
Nations Educational, Scientiﬁc and Cultural Organization.  Japan became a member of UNESCO in 
1951 and since then has been putting emphasis on international education. International education 
in Japan now covers education for international understanding and for foreign languages, 
international exchange and education for Japanese pupils and students living abroad, and for 
returnees and foreigners living in Japan. A number of foreigners from various countries have 
come to Japan to live and Japan’s society is said to have become a multicultural symbiosis society, 
while a number of Japanese have gone abroad to live in many countries. Globalization and the 
promotion of mutual dependence between peoples continue to grow. To meet such developments, 
international education should be promoted more. I would like to propose that international 
education should further encourage pupils and students to promote cross-cultural understanding 
and communication and to enjoy living together with foreigners. Also international education 
should urge pupils and students to have pluralistic and synthetic points of view on international 
aﬀairs, and to explain on Japan’s position. I would like to propose the formation of a local network 
by utilizing people concerned with international affairs to promote these goals of international 
education.
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（ESD = Education for Sustainable Development）を
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導入した③帰国・外国人児童生徒へのカウンセリング
や日本語指導などの支援を充実した④学校，保護者な
どとが連携し，地域の“国際教育”ネットワークを構
築したなどである。
　今後の課題としては，ESDを入れたカリキュラムの
協働開発をどのように進め，市内各校に発信していく
かをあげている。
　当日のフォーラムは，指定地域の学校現場の先生方
の実践的な報告が次々と発表され，熱心な討論が行わ
れ，“国際教育”の現状がわかる極めて有意義な会議
であった。
Ⅱ．日本における国際教育推進の課題
　最後に日本で“国際教育”を推進していくための課
題について考えてみることにする。
　ここでいう“国際教育”とは，「国際社会において，
地球的視野に立って，主体的に行動するために必要と
考えられる資質・能力の基礎を育成するための教育」
のことで，“国際理解教育”，外国語教育，海外子女教
育，帰国・外国人児童生徒教育，国際交流などを含ん
でいる。
　第１の課題は，多文化社会における共生への対応で
ある。
　現代の国際社会は，多文化社会であり，いろいろな
国，民族などの社会における人間は相互依存関係にあ
り，共生するためには，異文化に対する理解が必要で
あり，また異文化間コミュニケーションも必要である。
つまり，“国際教育”は，異文化や異なる文化をもつ
人々を理解した上でそれらを受容して共生することが
できる能力を育成することに一層力を入れていくべき
である。特に“内なる国際化”が進み，日本の学校で
学ぶ帰国・外国人の児童生徒の数が増えていく傾向に
あるので，これらの児童生徒たちの受け入れ体制の整
備，具体的には，日本語指導と教科指導，日本人児童
生徒たちの異文化理解・接触などを一層促進していく
必要がある。
　第２の課題は，多文化共生社会において，多元的・
多角的に，また相互関連性をもって総合的に物事をみ
るという視点とそれに基づいた実践力，行動力をもつ
ことが重要で，“国際教育”は，その育成に一層力を
いれていくべきである。
　“国際理解教育”は，どちらかといえば，これまで
外国に関する情報提供，外国人との交流，英語会話が
中心で，日本対アメリカなどの外国という視点から行
われてきたが，グローバル化し相互依存関係が進む国
際社会の中にあって，日本および日本人はどうあるべ
きか，どう発言すべきか，そしてどう行動すべきかを
考えることが重要で，各教科，総合的な学習などの授
業の連携を通じて，そうした知識・能力を一層培って
いくべきである。
　第３の課題は，多文化共生社会における“国際教育”
資源の活用を拡大していくことである。
　学校の内外には，国際経験が豊かな人材や組織が数
多く存在している。例えば，海外の教育施設への派遣
教員，企業の海外派遣社員，外国人留学生，国際交流
のための団体や国際協力機構（JICA）など国際組織
のメンバーなどは，貴重な“国際教育”資源で，この
資源を最大限に活用すべきである。特に一定の地域の
学校同士がそうした人材や組織と地域のネットワーク
を組めばより有効に活用できることになる。
　いずれにせよ，国際社会が多文化共生社会として異
文化理解，異文化交流，共生が進み，グローバル化社
会として相互依存関係や情報化が進み，環境，開発，
平和，人権など地球的課題を抱えている中で，“国際
教育”は，その重要性をますます増してきている。従っ
て，今や“国際教育”を推進していくことこそが国際
社会に平和をもたらす重要なステップとなると思う。
おわりに
　IPU・環太平洋大学は，開学以来IPCと交換留学制
度を実施しており，IPCからの留学生は，2007年度は
３名，2008年度も同じく３名で，IPUの授業に出席し
たほか，初年度は岡山市福浜小学校で，次年度は同市
西大寺小学校で，それぞれニュージーランドの紹介を
行うとともに英語の授業を行った。いずれも地元の小
学校との地域交流に貢献するとともに，“国際教育”
推進の一翼を担うことができたと思う。
　2010年４月ニュージーランドのIPCは，創立20周年
を迎え，IPU・環太平洋大学は，創立４年目に入る。
　環太平洋大学の名称には，もともと壮大な「IPU構
想」の理念が込められている。「IPU構想」というのは，
1987年８月ハワイで環太平洋圏の大学・教育関係者の
協議から生まれたもので，「環太平洋圏で国境を超え
た大学教育ネットワークを構築し，圏域の若者たちに
国際的な教育の場を提供するとともに，教育・スポー
ツ・ビジネス・文化などの領域を通じて深く相互理解
を図れる人材の育成を基本理念」に掲げている。この
「IPU構想」の先駆けとして，1990年ニュージーラン
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ドにIPCが設立され，さらに2007年には日本にIPUが
設立され，「IPU構想」は第２ステージに入っている。
IPUは，IPCとの教育ネットワーク化を進めるととも
に，環太平洋圏の各大学間の教育研究の相互交流を図
り，大学における真の“国際教育”の実現を目指して
さらに進んでいくことになるであろう。
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